
46

4 39

関係する計
画、通知等

地球温暖化対策の推進に関する法律
第２０条の２、第２０条の３

政府の実行計画、
地方公共団体実行計画

22年度 23年度要求

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室
地球温暖化対策課、

環境経済課

上位政策

課長　高橋　康夫
課長　石飛　博之

地球環境局
総合環境政策局

一般会計

担当部局庁

地球温暖化対策の推進

総事業費(執行ベース) 4 4 39

4

19年度 20年度 21年度

執行額

予算額(補正後） 55

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

「(小々事項)環境税導入の対策効果及び経済活動への影響等に関する検討調査費」については、21年度限りとした。
また、地方公共団体実行計画未策定団体への支援方策の見直し等、予算の範囲内で、より効率的・効果的に成果が
得られるよう事業の実施方法を検討する。

業務の執行にあたっては、請負業者と電話やＥメール等で連絡を取り把握を行っている。

事業番号 ００２

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

（※「事業概要」参照）地球温暖化対策推進法施行推進経費等

執行率 100% 100% 71%

・政府実行計画の実施状況について、平成１４年度から調査・集計・公表。
・地方公共団体実行計画の取組状況等について、平成１８年４月１日、平成１９年１２月１日、平成２０年１２月１日時点
の調査・集計・公表。
・地方公共団体実行計画の未策定団体を支援。
・経済モデルを用いた環境保全効果と経済影響の分析等、実効性のある税の仕組みづくりや国民各界各層の理解を得
られる環境税の仕組みづくりに関する検討等。

4

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

・政府実行計画の実施状況及び地方公共団体の取組状況等を調査・集計・公表を行う。(H10年度～)
・地方公共団体実行計画の未策定団体を支援し、策定状況の改善を図る。（H21年度～）
・国内実態調査等を実施し、国民各階各層の理解を得られる環境税のあり方について検討する。（H13年度～）

・地球温暖化対策の推進に関する法律の施行状況を適切に把握し、地球温暖化対策を適切かつ円滑に推進する。
・環境税を導入した場合の対策効果及び経済活動への影響を検討することにより、より実効的な税の仕組みを構築す
る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

4



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

３９百万円

地方公共団体実行計画策定支援業務等
【内容】
地方公共団体実行計画の未策定団体の支援及び政府実行計画の実施状
況、地方公共団体実行計画の取組状況等の調査・集計・公表を行う。

Ａ．株式会社

建設技術研究所

２０百万円

【業務内容】
・計画策定に必要
な基本ツールの作
成
・説明会（個別相談
会）の実施
・環境アドバイザー
の募集
・ホームページ及
びメーリングリスト
による個別相談
・環境アドバイザー
による巡回支援

【企画競争／請負】 【総合評価／請負】

Ｂ．株式会社

住環境計画研究所

５百万円

【業務内容】
・新実行計画（区
域施策編）策定マ
ニュアル周知説
明会の資料等の
整理・更新
・新実行計画策
定マニュアルを活
用した地方公共
団体支援
・新実行計画策
定マニュアル周
知活動

Ｃ．株式会社

オーエムシー

１百万円

【業務内容】
・地球温暖化対
策に関する地域
連携のあり方に
関する検討会の
運営補助

Ｄ．株式会社

住環境計画研究所

０．９百万円

【業務内容】
・調査票の修正・
追記
・各種データの
チェック
・調査結果の集
計表作成
・集計結果を基に
公表資料の作成

Ｅ．株式会社

住環境計画研究所

０．９百万円

【業務内容】
・調査票の修正・
追記
・各種データの
チェック
・調査結果の集
計表作成
・集計結果を基に
公表資料の作成

Ｆ．エムズ環境技

研株式会社

０．７百万円

【業務内容】
・政府実行計画
実施状況調査
・独立行政法人
等取組状況調査
・調査報告書の
作成
・会議資料の作
成

Ｇ．株式会社三州

社

０．２百万円

【業務内容】
・「地域連携のあ
り方について」印
刷

Ｈ．株式会社三州

社

２百万円

【業務内容】
・「地方公共団体
実行計画（地域施
策編）策定マニュ
アル」印刷

【尐額随契／請負】

I．朝日梱包

株式会社

０．９百万円

【業務内容】
・「地方公共団体
実行計画（地域施
策編）策定マニュ
アル」発送

【尐額随契／請負】 【尐額随契／請負】

【尐額随契／請負】 【一般競争／請負】 【尐額随契／請負】 【尐額随契／請負】

環境省

７百万円

環境税の導入による温室効果ガス削減
効果及び環境影響に関する調査
【内容】
・税制抜本改革に必要な法制上の措置
に向けた本格的な税制改正論議に備え
るため、環境税を含む税制グリーン化に
ついて検討を行う。

【総合評価／請負】

Ｊ．みずほ情報総研株式会社

７百万円

【業務内容】

・環境税の使途に関するオプションの作成

支援

・ＡＩＭエンドユースモデルによる環境税効

果分析

・環境税の経済影響分析手法の整理・検討



H．株式会社三州社

Ｊ．みずほ情報総研株式会社

　

Ｂ．株式会社住環境計画研究所

Ｃ．株式会社オーエムシー

地球温暖化対策に関する地域連
携のあり方に関する検討会運営

1

Ｇ．株式会社三州社

雑役務費

金　額
(百万円）

環境税の導入による温室効果ガ
ス削減効果及び経済影響に関す
る調査

7

計 0.9 計 7

使　途 費　目

地方公共団体における地球温暖
化対策の推進に関する法律施行
状況調査（H21.12.1現在）

0.9

0.9 計 0.9

使　途
金　額
(百万円）

費　目

Ｅ．株式会社住環境計画研究所

資料の梱包・発送
地方公共団体における地球温暖
化対策の推進に関する法律施行
状況調査（H20.12.1現在）

0.9 雑役務費

計

0.9

　

雑役務費

Ｄ．株式会社住環境計画研究所 I．朝日梱包株式会社

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）
計 1

雑役務費

雑役務費

計 2

雑役務費
「地球温暖化対策地方公共団体
実行計画（区域施策）策定マニュ
アル」印刷

2

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

計 5 計 0.2

雑役務費
地球温暖化対策地方公共団体実
行計画推進行動調査

5

使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

0.7計 20 計

雑役務費 地方公共団体実行計画策定支援 20 雑役務費

　

雑役務費

政府実行計画に関する排出量把
握等

0.7

「地球温暖化対策に関する地域連
携のあり方について」印刷

0.2

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

Ａ．株式会社建設技術研究所 Ｆ．エムズ環境技研株式会社

使　途
金　額
(百万円）


